
水道事業会計決算状況 下水道事業会計決算状況
区　　分 決　算　額

収 益 的 収 支
収　入 10億9,364万円

支　出 9億6,508万円

資 本 的 収 支
収　入 1億6,884万円

支　出 4億2,255万円

区　　分 決　算　額

収 益 的 収 支
収　入 8億3,352万円

支　出 7億9,580万円

資 本 的 収 支
収　入 4億4,727万円

支　出 6億　 25万円
※�資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額2億5,371万円は、損益勘定留
保資金で補てんしました。

※�資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額1億5,298万円は、消費税およ
び地方消費税資本的収支調整額、損益勘定留保資金で補てんしました。

　財政の健全性を判断するための4つの「健全化判断比率」と公営企業会計の「資金不足比率」を公表します。
いずれの比率も国が定めた基準（※1、2、3）を下回る結果となりました。今後も行財政改革などに取り組み、
引き続き健全な財政運営を進めていきます。

①実質赤字比率＝黒字
福祉・土木・教育などを行う一般会計の赤字の程度を指標化し、
財政運営の深刻度を表す比率で、算定の結果、黒字となりました。

令和７年度決算 財政健全化指標等の公表

※１　早期健全化基準
　　�　健全化判断比率のいずれかが ｢早期健全化基準｣の数

値を上回ると、財政健全化計画を策定し自主的な改善努
力による財政健全化に取り組むことになります。

※２　財政再生基準
　　�　健全化判断比率（将来負担比率を除く）のいずれかが「財

政再生基準」の数値を上回ると、財政再生計画を策定し国
等の関与による確実な再生に取り組むことになります。

※３　経営健全化基準
　　�経営健全化基準を上回った公営企業は、経営健全化計画を策定し財政健全化に取り組むことになります。

②連結実質赤字比率＝黒字
特別会計や公営企業会計を含むすべての会計の赤字や黒字を合算
して市全体としての赤字の程度を指標化し、市の財政運営の深刻
度を表す比率で、算定の結果、黒字となりました。

③実質公債費比率＝7.4％
借入金の返済額およびこれに準ずる額の大きさを指標化し、その
年の資金繰りの程度を示す指標です。令和７年度は個人市民税、
固定資産税等の税収が伸びて標準税収入額等が増加となったこと
により、本比率は0.3％減少しました。

④将来負担比率＝62.3％
市の借入金や将来支払いが見込まれる負担等の現時点での残高を
指標化し、将来財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。
令和７年度は地方債の現在高の減少及び標準税収入額等の増加
により、本比率は7.2％減少しました。

⑤資金不足比率
資金不足比率････
�　�公営企業ごとの資金不足額が、事業規模に対してどの程度ある
かを表しています。

⇒�水道事業会計および下水道事業会計は、いずれも資金不足が生
じていないため、算定されません。
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令和７年度

決算報告決算報告
このように使われました 市のお金

　令和７年度決算が確定しましたのでお知
らせいたします。
※�表示単位未満の四捨五入により、計や率
が合わない場合があります。

問 財政課

一般会計決算状況

市民１人あたりの納税額

市民１人あたりに使われたお金

特別会計決算状況

財政状況の推移

159,105円

512,628円

区　　　分 決　算　額

歳　入　総　額 223億2,830万円
歳　出　総　額 213億7,609万円

歳入歳出差引額 9億5,221万円
翌年度へ繰り越すべき財源 2,437万円
実質収支額 9億2,784万円

項　　　　目 金　　　額

固 定 資 産 税 74,629円

個 人 市 民 税 55,343円

法 人 市 民 税 16,198円

た ば こ 税 8,540円

軽 自 動 車 税 4,068円

入 湯 税 327円

項　　　　目 金　　　額

民 生 費 181,555円

総 務 費 114,491円

教 育 費 50,585円

公 債 費 42,994円

土 木 費 38,046円

衛 生 費 28,393円

項　　　　目 金　　　額

農 業 費 22,413円

消 防 費 20,897円

商 工 費 7,806円

議 会 費 4,547円

労 働 費 901円

区　分 歳入決算額 歳出決算額 差引額

国 民 健 康 保 険 44億9,904万円 44億5,629万円 4,275万円

後期高齢者医療 7億  941万円 7億  741万円 200万円

介 護 保 険 41億3,870万円 38億8,739万円 2億5,131万円

介護サービス事業 1,947万円 1,541万円 406万円

項　目 令和5年度 令和6年度 令和7年度

経常収支比率 94.4% 95.4% 98.4%

財 政 力 指 数 0.65 0.68 0.71

基 金 残 高 72億5,522万円 68億8,744万円 68億6,757万円

市 債 残 高 236億　　1万円 225億9,064万円 215億7,691万円

※�『市民１人あたり』は、令和
8年3月31日現在の人口で割
りました。（住民基本台帳人
口　41,699人）

※��入湯税は、ビアスパークしも
つま及び道の駅しもつま維持
管理基金に一旦積み立て、後
年度以降、当該施設の維持管
理に活用しています。

歳 入
223億
2,830万円

市税（29.7%）
66億3,453万円

繰越金（4.0%）
8億9,490万円

その他（諸収入など）（18.3%）
40億8,997万円

地方交付税（13.8%）
30億8,837万円

国庫支出金（15.8%）
35億1,633万円

県支出金（7.4%）
16億5,406万円

その他（地方消費税交付金など）
（8.1％）18億4万円

自
主
財
源（
52
％
）

依
存
財
源（
48
％
）

市債（2.9%）
6億5,010万円

歳 出
213億
7,609万円

民生費
（35.4%）
75億7,066万円

総務費（22.3%）
47億7,419万円教育費（9.9%）

21億934万円

公債費（8.4%）
17億9,279万円

土木費（7.4%）
15億8,646万円

衛生費（5.5%）
11億8,396万円

農業費（4.4%）
9億3,458万円

消防費（4.1%）
8億7,140万円

商工費（1.5%）
3億2,552万円 議会費（0.9%）

1億8,961万円
労働費（0.2%）
3,758万円
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